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〈書評〉
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『国際経済学一 現代経済学8』
(東京 岩 波 書 店,1972年),x+466ペ ー ジ
麻 田 四 郎
池 間 誠
〔1〕
本書は 「現代経済学」シ リーズ ・全十冊の一つであり,他 と同 じように大
学3・4年 ない し大学院初級程度の水準の読者を 対象 としている。 「は しが
き」で述べ られているように,「本書は,著 者たちが長年にわたって東京大
学 ・神戸大学 ・大阪大学 ・スタンフォー ド大学 ・ロチェスター大学で担当 し
てきた国際経済学 ・貿易論等の講義の ノー トが出発点 となっている。」(Vペ
ージ),こ の点か らしても,本 書は国際的市場で取引された 「国際品」であ
る。
「序章」の冒頭で,国 際経済学は,「複数の国民経済にまたがる経済現象を
対象 とす る,応 用経済学の一分野」(1ページ)で あると規定される。 とい
うのは,国 際経済学は,経 済学の基礎理論 である価格理論 および所得分析
を,い くつかの国民経済にまたがる経済現象 とい う特定分野に応用 し,さ ら
に政策的志向が強いという特質をも備えているか らである。そ して国際経済
学の中心課題は,こ の特定分野に どのような法則性が認め られ,ま たそれ ら
を どのように理論的に説明することができるかを考察 し,さ らに これ らの現
象に関連 して採用される経済政策の 整合性や その効果を分析す る ことにあ
る,と される。
さて,本 書は,「貿易」「貿易政策」「国際収支」「国際投資」の4部 か ら構
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成 され る。上述 の中心課題が どの よ うに取 り扱われ てい るか,以 下,順 次に
紹述 ・論評 しよ う。
〔皿〕
第1部 は五つの章か らな る。そ の うち第1章 か ら第4章 では,国 際貿易の
基礎理論 あるいは純 粋理論について 「標準的 な説 明」(11ページ)が 行 なわ
れ る。 まず,次 の諸仮定 が 明示的 に述べ られ る。(1)静学的分析方法,(2)生
産要素 の国内産業 間移動性 ・国際間不 移動性,(3)生 産 におけ る収穫一定,
(4)外部経済 ・不経済 の欠如,(5)生 産物 ・生産要素の市場 におけ る完全競
争,(6)価 格 伸縮性 と完全雇用,(7)国 際収支の均衡,(8)輸 送費の無視,
であ る。第1部 の最終章(第5章)で は,こ の うち(5)生産物市場での完全競
争 とい う仮定がみた されな い場 合の例 と して,「 ダンピング」 の問題が 取 り
上げ られ ている。`
第1章 で は 「比較優位 の理論」が,リ カー ドー'VC沿ってご く簡 単に,そ し
てヘ クシ ャー=オ リーソに沿 って詳 しく説 明され,第2章 では 「要素価格 の
均等化定理」 および 「レオ ソテ ィエ フ ・パ ラ ドックス」が論述 され る。 この
二 つの章は きわめて簡潔 ・明解であ る。
しか し,問 題が ないわけではない。 著者た ちは,「 デイ ヴ ィ ド・リカー ド
ーの比較生産費説 あるいは比較優位理論 は,… …国際貿易の基礎理論の一 例
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
であ り,そ の もっ とも簡単な一理論であ るとともに,そ れを理解す る ことは
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 り 　 　 む 　 　 コ 　 　 　 　 　 　
今 日で もなお少 なか らぬ意義を もっている とい う意味で,依 然 と して,そ の
重要性 は無視す るこ とはで きない」(16ページ,傍 点引用者)と い う。 これ
は リカー ドーを正 当に評価 している といえ るであろ うか。
貿易がなぜ行なわれ るか,換 言すれば,貿 易を行 な うことが利益 を もた ら
す のはなぜか,と い うことは,学 説史上 の詮索 は さてお くと して,リ カー ド
ーの創唱 した 「比較優位 の理論」に よってのみ答 え うるのではないか。 ここ
で私た ちは,「比較優位の理論」 とは,「各 国は貿易前に比較的 安 く生産 で き
る生産物にそれ ぞれ比較優 倖を もち,貿 易が開始 されればその ような生産物
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を輸入す る」 ものだ と解釈 した い し,そ れが 正当で あろ う。 そ うで あるか
ぎ り,「貿易 の発生原 因」(あ るいは 「貿易利益 の発生原因」)を 明確 に した
のは,リ カー ドーの大 きな 貢献であ り,そ の 意義 は 今 日で も非常に 重要で
あ る。 著者た ち も,「 リカー ドーは,… …両 国に とって相互に貿易を行な う
明確な誘 因が存在す ることを示 した」(17ペー ジ)し,「 貿 易 を 行 な う誘 因を
つ く り出す基本的な要 因は,両 国内での2財 の交換比率が相違 していること
であ る」(17ペー ジ)と 述 べ て い る。 私 た ちが リカー ドーに関 して強 調 した
いのは,正 に,こ の点であ り,「貿易 の発生原 因」 の解 明についてで ある。
「貿易の発生原因」 と 「比較優位の発生原 因」 とは厳密 に区別 され るべ き
であ る。 前者 は 「貿 易前 の 国内交換比率の 相違」 であ り,後 者(す なわち
「貿 易の発生原 因の原 因」)につ いては,未 だ意見 のわかれ るところであ る。
本書で重点的 に説 明されているヘ クシ ャー=オ リーン定理(す なわ ち,比 較
優位 の原因が各 国の要 素賦存比率 の相違にあ る,と い う主張)は,そ の よう
な様 々な意見 の うちの一つで ある。
事実,著 者た ちは,貿 易前の価格体系 に差を生ぜ しめ る原 因 と して,(1)自
然資源の賦存量 ・気候条件 の差,(2)技術 の差,(3)労働 ・資本 ・土地 な どの
基本的生産要素 の存在量 の差,(4)規模にかんす る収穫逓増(逓 減)の 存 在,
(5)国に よる人 々の選 好 ない し嗜 好の差異等があ り,ヘ クシ ャーとオ リーン
は(3)に着 目して,そ の理 論を展 開 した,と 述べ ている(24-5ペー ジ)。 リカ
ー ドーの場 合 に は,主 と して(1)ない し(2)を前揚 と し,そ れが 労働生産性の差
異 に反映 されて いると解釈 して よいであろ う。 いずれに しろ,1・F・ピアスの
言葉を借 りれば,比 較優 位の原因がなんであ るか につ いては,未 だ,「 われ
(1)
われの知 らないこ と」 に属す る,と い うのが正直 な ように思 う。 とはいえ,
私たちは,ヘ クシ ャ=オ リー ン定 理に よって 「貿易 と所得 分配」 につ いて多
くの知識を得 るこ とがで きる ことを否定す る もので はな い し,こ の点に こそ
ヘ クシ ャー=オ リーンの真 の貢献が存在す ると考 えた い。
著者 たちがヘ クシ ャー=オ リー ン(お よびサ ムエル ソン)・ モデルを過大
(1)1・F・Pearce,1nter72atiovaalTrade.(Macmillan,1970).Chap.12.
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評価(?)す る偏 向は,「要素価格 の均等化定 理」 についての次の叙述 に もみ
られ る。 「……現実には賃金 ・地代 ・資本サ ービスの価格は,国 際的 に均等
・化 しているとは いえない。そ こで この定理 の結論 と現実 とのギ ャ ップを どの
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
ように解釈するか とい うことが問題になる。 これは要す るに国際貿易の基礎
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
理論 の経済的意義如何 とい う問題であ る。」(41～2ペー ジ,傍 点 引 用者)。 こ
こで傍 点 を付 した部分は,厳 密 には,ヘ クシ ャー=オ リーン=サ ムエル ソン
・モデルか ら出て くる 「要素価 格の(完 全)均 等化命題」 の経済的意義如何
とい うべ きで あって,決 して 「国際貿 易の基礎理論」一般 のそれではない。
実際,本 書において も,「 国際 貿易の一般均衡 分析 は決 してヘ クシ ャー=ナ
リーン=サ ムエル ソン理論 と必然的 に 結びつ いているものではな い」(65ぺ'
一ジ)と されてい る し,第3章 第3節(149ペ ージの脚注20)で も同 じこと
が述べ られてい るので ある。
ところで,ヘ クシ ャー=オ リーソ ・モデルをめ ぐるも う一つ の問題は,周
知 の レオンテ ィエ フ ・パラ ドヅクスである。 このパ ラ ドックスを如何に解釈
す るか について,本 書で は,(1)需要 の偏 向,(2)要素集約度 の逆転,(3)生
産要素 の国際的異質性,(4)生 産 関数 の国際的相違,(5)自 然資源 の存在等
がそれぞれ検討 され る。著者た ちは,(1),(2)あるいは(3)によって レオンテ ィ
エ フ ・パラ ドックスを説 明す る ことは困難 だ と し,ど ち らか とい うと(4)と(5)
でそれ を説明 しようとす る立場 にある ように思われ る。 最終的 には,「 ……
現実 の貿易パ ターンは,比 較優位構造の多 くの要 因が複雑 に重 な りあって成
り立っている もので,単 純 に一,二 の要 因のみに よりレオンテ ィエ フ ・パ ラ
ドックスを説 明す る ことは困難で あ ると思われ る」(54ページ)と す る。 正
にその とお りであ ろ う。
しか し,レ オンテ ィエフ ・パ ラ ドックスについて付言 しておきたい ことが
あ る。 それは,わ れわれが ア ・プ リオ リに 「米国は他 の諸 国 と比べ て資本豊
富であ る」 と して論 を展開 してい ることであ る。 米国は果 して相対的に資本
豊富であろ うか。 この ことについては,何 ら実 証 され ていな い。 ヘ クシ ャー
=オ リーン定理を実証す るのであれば ,(1)まず 「米国」が 「他 国」 に比べ
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て資本豊富で あるか どうか を示 し,(2)ついでそ の輸出財産業 お よび輪入競
争財産業が資本集約的か労働集約的かを示 さなければな らない。 レオンテ ィ
エ フ ・パ ラド ックスをめ ぐる議論 においては,(1)の手続 きが欠落 している。
そ うであ るか ぎ り,わ れわれ は,レ オンテ ィエ フの検証結果 が,本 当にパ ラ
ドックスなのか ど うか もわか らない,と いえ るで あろ う。
　 　 　
第3章 の 「国際貿易の一一般均衡」 に移ろ う。 ここでは 「国際貿易の一般均
　
衡が どの ように して成立す るか,ま た一般均衡状態では どの ような条件がみ
た されなければ な らないか,均 衡 におけ る価 格水準 ・資源配分 ・所 得分配が
どの よ うな要 因 に依存す るか等」(65ページ)を 取扱 う。 まず,ヘ クシ ャー
ニオ リーン;サ ムエル ソシ ・モデルが数式的 に整理 され ,そ れ に もとつ いて
生産可能性 曲線な い し変換 曲線が導 出され る。 また,こ こで社会的厚生 関数
の存 在が仮定 され る。生産可能性 曲線 と社会的厚生関数 とか ら,オ フ ァー ・
カープが導 出され る。 か くて,「 日本」 と 「外国」 とのオ フ ァー ・カーブの
交点で貿易の均衡 が達成 され,交 易条件が決定 され るこ とが示 され る。
では,こ の ように して決定 された均衡 が安定 であるため には,ど の よ うな
条件がみたされ なければな らないであろ うか。本書で は,交 易条件が変化 し
て も供給量が変化 しな い 「短期」 におけ る均衡 の安定条件 と,供 給量 も変化
す る 「長期」 における安定条件 とが論 じられ る。(1)短期 にか ん しては,「オ
フ ァー ・カーブの弾力性の和が1よ り大 きいことが,短 期 貿易均衡の安定条
件(必 要 かつ十分 な)」(83ペー ジ)で あ る。(2)他方,長 期 の貿易均衡 が安
定 的であ るた めには,長 期オ フ ァー ・カーブの弾力性 の和が1よ り大 きい こ
とは必要条件で はあるが十分条件で はな く,そ れは 「短期 オフ ァー ・カーブ
のシフ トが どの よ うな ス ピー ドで行 なわれ るか とい う 「調整速度」 にも依存
す るこ とにな るのであ る」(84ペー ジ)。 これ は 著者 た ち の一 人 に よって明 ら
か にされ た条件で あ り,既 に周 知の ものであろ う。
ところで,貿 易の一般均衡分析 を行 な う場合 には,「 生産可能性 曲線」 お
よび 「社 会的 消費無差別 曲線」 とか ら,「貿易無差別 曲線」 を導 出 し,そ れ
を媒介 に してオ フ ァー ・カーブを導出す る。 これがJ・ ミー ド以来 の伝 統的
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手法である。 ところが,本 書では 「貿易無差別曲線」 は全 く用いられず,
また一言も触れ られずに,直 ちにオファー ・カーブに移っている。 ζれはど
のような(積 極的)理 由にもとつ くのであろ うか。貿易無差別曲線を媒介 と
すれば,オ ファー ・カーブ上を原点か ら遠ざかるにつれて,経 済厚生が一層
高 まってい く,とい うことをわれわれははっきり理解することができるよう
に思 う。
第4章 では経済成長が交易条件 に及ぼす影響が,簡 明を主 とした図解によ
って展開される。本章の 「付論」 において 「国 ・財 ・要素の数が3以 上の場
合」について言及され,3財3要 素の場合に,次 のことが成立す ることが論
証 され る。(1)ある一つの生産要素の存在量が増加 した場合には,そ の要素
を集約的に使用 している財の産出量は必 らず増加 し,産出量が絶対的に減少
す るような産業が少な くとも一つは存在する。 これは リプチンスキー定理の
3財 ・3要素ケースへの拡張である。 ② ある一つの財の価格のみが騰貴 し
た場合 には,そ の財の生産に集約的に使用され る要素の価格は必 らず 騰貴
し,他 の生産要素の うち,少 な くとも一つの価格は絶対的に低下 しなければ
な らない。これはス トルパー ・サムエルソン定理の3財 ・3要素への拡張で
ある。 ただ し,こ こでは要素集約度は次のように定義されている。 「3財・
3要素の価格,お よびある要素(第1要 素)以 外の2要 素の総使用量を一定
に保ちつつ,あ る財(第1財)の 産 出量を増加 させ,同 時に他の財の産出量
は,第1要 素以外の要素の総需要量が変化 しないように,適 当に調整された
としよう。 このとき,第1要 素に対 して正の超過需要が発生す るならば,第
1財は第1要 素を 集約的に使用す る生産物 である,と 定義するので ある」
ロラ
(114～5ページ)。「付 論 」 の この部 分 は きわめ て示 唆的で ある。
〔皿〕
以上 において紹述 した第1部 の 「国際貿易の基礎理論」を分析の出発点 とし
(2)この点 について興味 のあ る読者 は,森 嶋通夫 『近代 社会 の経 済理 論』(創文 社:昭
和48年),第4章,を 参照 せ よ.
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なが ら,残 りの第II,皿,IV部が展 開され る。 「第ll部以下の各 部は相互 に
比較的独 立 しているので,必 ず しもこの順序 に したが って読む必要はない」
(7ページ)が,私 た ちは本書 の順序 に したが って紹述 ・論評を進め ること
にす る。第 皿部 の 「貿易政 策」 は,「貿易政策 の諸効果」 「貿 易の利益」 「保
護貿易論」「ガ ッ ト」「日本の関税 ・非関税障壁」の5つ の章(第6～10章)
ポジティブ
か らな る。第6章 は貿易政策 の諸効果 セとか んす る 「実証的」分析であ り,第
7・8章 は 「規範的」分析であ る。残 りの第9・10章 は,前3章 での理 論的
分析をふ まえなが ら,「 ガ ッ ト」 に より採用 され てい る政策,お よび 日本の
関税政策の説明 ・批判が試み られ る。
まず第6章 「貿易政策 の諸効果 」で あ るが,各 種の貿易政策手段 につ いて
の簡単 な説明がな された後,「 関税の理論」が展 開 され る。 は じめ に,部 分
均衡分析 に よって 「小国」 と 「大国」の ケースにつ いてそれぞれ関税 の諸効
果(資 源配分効果,所 得再分配効果,交 易条件効果等)が 検討 され る。(な
お,J・バ グ ワテ ィの独 占下の 関税 と輸入割当制 にかんす る紹述 もあ る)つ
いで一般均衡分析(オ フ ァー ・カーブ ・アプ ローチ)に よる関税の諸効果,
ラーナ ーの 「対称性定理」が述べ られ,最 後 に 「ス トルパー=サ ムエル ソン
定 理」の説 明が ある。
ところで,通 常,輸 入関税 を賦課 した ときには,(1)交 易条件 は関税賦課
国に有利化 し,(2)輸入財の国内(相 対)価 格は上 昇す る。 しか し,(a)関
税収入が民間部門 に トランス フ ァーされず に政府 に よって輸入財 に著 る し く
偏 よって直接支 出 され るな らば,逆 に,交 易条件 は 関税 賦課 国に不利化す
る。 また,(b>も し外国のオ フ ァー ・カーブが著 し く非弾力的であ り,し か
も輸 出財 に対す る自国の限界支出性 向が比較的高 いな らば,輸 入財 の国内価
格は逆 に自由貿易の場合 よりも低 くな る可能性があ る。 これ らの逆説 的ない
し例外的 ケースが本書で説明 されてい る(158～61ペー ジ)。著 者 た ち に よれ
ば,こ の よ うな例外的 ケースは,「 部分均衡 分析ではわか らな い」(161ペー
　 　 　 　 　 　 　 の 　 ロ じ 　
ジ)と 断定 され る。果 してそうであろ うか。部分均衡分析 によって も,「 関
税収入 の効果 」を考慮すれば,上 述(a)(b)の逆説的ない し例外的 ケ■・一スは示 し
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うる。
第1図 をみよう。 そ こでは,「 日本」の輸入(可 能)財 についての価格,
需要 ・供給量がそれぞれ縦軸と横軸に示されている。曲線Dが 輸入財に対す
(ヂ→
l/
　 　 ロ
'L'↑
L供 給量
Al
る 「日本」 の総需 要 曲線 であ り,他 方,外 国 の輸出 供給 曲線は 自由貿 易の
もとで はA5fで あ り,「 日本」 と外 国 との 供給 量を 合計 した 総供 給曲線は
AJSIであ る。 したがって,自 由貿易の もとで は,総 需要量 はOL,外 国か
らの供給量(輸 入量)はOM,自 国の供給量はML,価 格 はOCと な る。
い ま,輸 入量1単 位 につ いてABの 率で 従量税が 賦 課 され た と しよ う。 そ
の ときには,関 税賦課後 の外国の輸 出供給 曲線は,BK5ノ で あ り,総 供給
曲線 はBKS`'とな る。新 均衡点は曲線DとBKSt'と の交点E'で 決定 さ
れ,総 需要量はOL'(〈OL),輸 入量 はOM'(<OM),自 国の 供給量 は
ML'(>ML)で あ る。 また 国内価格 はOF(>OC)と な る。 か くて,関 税
賦課 の結果,外 国か らの輸入価格 は,自 由貿易下のOCか らOGへ,CGだ
け低下す る。 これが関税賦課 国に交 易条件 が有利化す る とい う通常 の結論で
あ る。
ところで,関 税賦 課 に よって,OM`×AB・-GFHIの関税収 入が ある。 こ
の関税収 入が どの ように処分 され るか を考慮す るな らば,均 衡 点Eは 必 ら
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ず しも最終的な均衡点ではありえないであろ う。いま,関 税収入が全てまた
　 　 　 の 　 　 　 　
は著 し く偏 よって輸入財 に支 出され るもの と しよ う。 その結果,最 終的な需
要曲線 は曲線Dか ら曲線D'ヘ シフ トした と しよう。 そ うすれば,最 終的
な均衡 点は,曲 線BKS`'と曲線D'と の交点E"で 決 まる。 輸入財 の国内
価格 はOF'に な り,輸 入価格 は0(7に な る。 ここで関税収入が支 出された
場合 の輸入価格OG'は,自 由貿易下の輸入価格OCよ りも,CG'だけ高 く
なって いる。 換言すれば,輸 出価格を 不 変 とすれば,こ の 輸入価格の 上昇
は・関税賦課国の交 易条件 の不利化 を意味す る。 これ は通常の場合 とは逆 の
結果で あ り,既 述の(a)のケe・一スにほかな らない。
他方,(b)の場合,す なわ ち,輸 入財の国内価格が,関 税賦課後 には,自 由
貿易の もとにおけ る よりも高 くな るであろ うとい うことも,同 じよ うに考察
す るこ とがで きる。 この場 合には,関 税収入が全 て(ま たは著 る し く偏 よっ
て)輸 出財 に支出 され るとすれば,輸 出財 に対 す る(国 内)需 要 曲線 は,右
上方 ヘシフ トす るが,輸 入財 に対す る需要 曲線は不変(ま た は右上方への僅
かなシ フ ト)に とどまるであ ろ う。そ うであれば,た とえば,第1図 で いえ
ば,輸 入財国内価格 の上昇率はゼ ロ(ま た はCF/OCの ような率)で あるの
に対 して,輸 出財の価格上昇率 はそれ以上 とな りうる。すなわち,関 税賦課
国 にお いて,輸 入財の国内(相 対)価 格は,自 由貿 易の もとにおけ るよ りも
低 くな るであろ う。
以上の ように,わ れわれは部分均衡分析の手法 を用 いて,逆 説的な ケース
につ いて も論及 しうる。 この ことは,関 税収入 の効果 を考慮す るか どうか に
依存す るのであ って,部 分均衡 分析を用い るか どうか に よるもので はな い。
本来,部 分均衡 分析はステ ップ ・バ イ ・ステ ップに よる 「討究」 であ り,間
接 的効果 を無視す るとい うことではない。 現在の例で いえば,し たが って,
関税収入効果 を無視 して よい とい う理 由は何 らな いので あ る。 さ らに付言 し
てお くな らば,何 故 に,ス トルパ ー=サ ムエル ソン定理 においては,関 税収
入の効果が考慮 され ていないので あろ うか。 も し,関 税 収入 の効果を明示 的
に導 入す るな らば,そ して と くに関税収入が相対的 に豊富な生産要素 に偏 よ
、/
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って分配 され るな らば,関 税賦課の結果 として,稀 少な生産要素も,豊 富な
生産要素もともに,そ の所得を高め うる場合 もあ りうるであろう。
第7章 では国際貿易理論におけるもっとも基本的な命題の一つ,す なわち
「関税 ・輸入割当制 ・輸出補助金その他の貿易を人為的に制限 し,あ るいは
促進する政策を一切排除 し,自 由に貿易を行な うことにより,一 国にとって
もっとも高い経済厚生の水準を実現す ることができる」 とい う命題が,第1
部における8つ の仮定,お よび 「小国の仮定」 と 「社会厚生関数の存在の仮
定」 とのもとで証明され る。 その後に,「小国の仮定」がみたされない場合
における上述の命題の修正された もの として,「最適関税の理論」 が述べ ら
れ る。 ところで,既 にふれたように,本 書では一貫 して 「貿易無差別曲線」
が用い られないので,最 適関税 も,ボ ウル ドウィン流の 「貿易によってもた
らされ る消費可能性曲線」にもとついて考察されている。 ここでは,や は り
貿易無差別曲線 とオファー ・カーブによって,最 適関税率を導出するのが理
解を容易にす るのではないか。 また,そ のほ うが簡潔であろう。
第8章 では経済的理由にもとつ く保護貿易論と,非 経済的理由にもとつ く
それ とが説明される。 ここでの問題は,関 税に代表され る貿易政策 とその他
の政策(生 産補助金 ・消費課税等)と の比較 ということである。経済的理由
にもとつ く保護貿易論 として,(1)外部効果の存在,② 農工間の賃金格差,
(3)幼稚産業の保護,(4)リスクの分散,(5)外資導入および独占対策,(6)調
整過程の問題,の 六つがそれぞれ検討 され る。他方,非 経済的理由にもとつ
く保護貿易論 として,(1)特定産業の振興 と自給 自足,(2)贅沢品の消費抑
制,(3)財政収入,(4)関税交渉を有利化す ること,の 四つが考察 される。
さらに 「付論」では 「関税政策をめ ぐる通俗的観念」が述べ られている。本
章全体はきわめて簡に して要を得た保護貿易論の展開である。
ついで第9章 ではGATTの 誕生の背景 とその機能について簡潔な叙述が
あ り,著者たちによれば,「第二次大戦後GATTの もとでの多角的 自由貿
易推進の努力が,1930年代の国際協調の欠如 に比べて,第 二次大戦後の国際
貿易のきわめて順調な発展に大き く貢献 してきたことは高 く評価され るので
ノ
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あ り,こ の ことは どこの国の政策当局者 に よって も決 して無視す ることはで
きないのであ る」(226ページ)と され る。 この評価 には私 たち も賛成であ
る。1870年代か ら第二次大戦 まで世界 貿易量 の伸び率は世界生産量 に遅れを
とってきたが,第 二次大戦後は,逆 に,世 界貿易量はその生産量 よ りも急速
、 に成長 してきた。 この ことの一つの重要 な要因はGATT(そ の他 の国際機
関)の 機 能にあ った,と 私た ちは考えたいか らで ある。
多角的 自由貿 易を推進す る とい うGATT体 制の もとで,で は,日 本の関
税政 策は どの よ うに運営 され てきたで あろ うか。 いいかえれ ば,日 本 の関税
政策は どの よ うな一般原則 に従 って運営 され てい るのであろ うか。関税以外
の貿易制 限手段(Non-ToriffsBarriersNTB)につ いては ど うであろ うか。
これ らの ことが第10章で詳細 に論 じられ ている。
日本 の関税政策の基準ない し原則 につ いては,昭 和35年の関税審議会 の基
本方 針,ケ ネデ ィ ・ラ ウン ドのための基本方針,開 発途上 国に対す る特恵関
税供与 の原則 とがそれぞれ紹述 され る。そ して,こ れ らの考 えが 「それぞれ
どの ような理論的根拠 に基づ くのか,必 ず しも明 らかではな く,ま たそれ ら
は必ず しも相互 に コンシステ ン トで ない(論 理的 に一 貫 していない)」(235
ペ ージ)と 批判 され る。 さ らに実際 の関税政策が どの よ うに運営 され ている
かを,高 関税(便 宜上,15パ ーセ ン ト以上の関税 率)を 賦課 され ている主要
な品 目を概 観 しなが ら,考 察 され てい る。 結局,「 大部分 の高関税は国内生
産 の保護 を 目的 と しているよ うに思われ る」(244ペー ジ)し,「 製造 業 にか
ん しては,「 すべ ての産業を保護」 しようとす る無差別的保護 の傾 向がかな
り強 い ように思われ る」(246ペー・一ジ)と い う。 事実,・日本 の平均関税率は,
自給率 が90～110パー セ ソ トの段階 に あ る産 業 にお い て,最 も高 くな ってい
る。
他方,こ こ数年来大 きな問題 にな っているNTBに つ いては,「NTBは
複雑多岐 にわた り,何 がNTBで あって何がNTBで はないか は必ず しもは
・ っき りしない」(250ペー ジ)。 そ こで 何 故 にNTBへ の関心が高 まったか と
い うF初 志」 に立 ち戻 って,第L次 接近 と しては,NTBと は,「世界貿易
、
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に参加する諸国の最適配分を阻害 し,実質所得の低下をもた らす ような,関
税以外の人為的規制」(250ページ)で あると規定 している。本節は,関 税以
外にもさまざまな貿易制限の手段があることを,読 者に大いに認識せ しめる
であろう。
〔IV〕
第1部 と第 皿部 では,あ たか も貨 幣が存在せず,貿 易が物 々交換 の形で行
なわれ るかの よ うに考 えて,国 際 貿易 と貿 易政策 の問題が論 じられた。第 皿
部では,「 国際経済 におい て現に貨幣が存在 し,重 要 な役割 を演 じているこ
とか ら生 じる諸問題 を と りあげ る」(263ペー ジ)。 まず,第11章 で は,国 際
決 済の諸制度(古 典的金本位制度,変 動為替 レー ト制度,管 理為替 レー ト制
度)に つ いて略述 され,つ いで国際収支表 につ いての説明が な され,最 後 に
国際収支の均衡 とは どの ような意味 かが説明 され る。
著者 たちは,「 均衡」 とい うのは理論 モデル に即 して規定 され るものであ
るか ら,「 国際収支の均衡 」 もそ の よ うな立場か ら考えねば な らない,と い
う。 ところで,国 際収支の理論 モデルでの国際収支 とは 「外貨」 の需要 ・供
給 にかんす る事柄で ある。 とすれ ば,本 来,国 際収支 の問題が生ず るのは,
固定 為替 レー ト制度 の場合であ る。 か くて,「 通貨当局が 固定 レー ト支持の
ため に外 国為替 市場 に介入 し,外 貨を 購入 または 売却す る額 を 国際 収支の
「黒字」・「赤字」 と呼び,政 府 の外 国為替市場 において民 間部門 だけの需要
・供給 に よってち よ うど市場が"CLEAR"さ れ る状態を,「 国際収支の均
衡 」 と呼ぶので あ る」(289ペー ジ)。
こ こで い う国際 収 支 の理 論 モデルは,第12章 で展 開 され てお り,そ れは次
の とお りであ る。あ る国の経 済が,(1)民 間部門,(2)政 府部 門,(3)銀 行
部門,そ して(4)海外 との諸取 引を表 わす外国部門 とか らな り,ま た諸部 門
で取引 され る財貨 ・サー ビスや資産 は,(i)第1財,(ii)第2財,(iii)証券,
(iv)貨幣(す なわ ち 国 内通貨),お よび(v)外 貨(外 国為替)の5種 類 あ
るもの とす る。た だ し,民 間部 門は外貨を保有 せず,政 府部 門は貨幣市場 と
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外国為替市場では取引を行なわないものとする。また,銀 行部門の財市場で
の取引はな く,さ らに国内通貨の海外 との取引はないものと仮定 され る。か
くて,国 際収支の一般均衡モデルは,各 部門の予算制約式,各 市場の均衡条
件式,そ して民間部門の財 ・証券 ・貨幣に対する需要関数,お よび各財の供
給関数によって構成される。 ・
このモデルに立脚すれば,国 際収支の理論的分析における,(1)弾力性 ア
プローチ,(2)アブソ・ー一・プション ・アプローチ,お よび(3)貨幣残高アプロ
ーチは,それぞれ次のように整理することができる。いずれのアプローチも
外国部門の予算制約式に注 目す るのは当然であるが,問 題はそれをどの よう
な条件式で表現するかである。第1の 弾力性 アプローチは,外 国部門の予算
制約式を財市場の均衡条件で表わ したものである。すなわち,こ の場合に
は,国 際収支は経常収支 と資本収支によって表わされることにな り,資本収
支を所与 とすれば,輸 出 ・輸入の数量 と価格の変化 とに国際収支の変化は依
存する。第2の アブソープショソ ・アプローチにおいては,外 国部門の予算
制約式を,単 に財市場の均衡条件だけではな く,さ らに民間部門の予算制約
式で考えようとする。このときには,経 常収支は国民総生産 と国内総支出の
差額 となる。第3の 貨幣残高アプローチにあっては,外 国部門の予算制約式
を,民 間部門の予算制約式,政 府部門の予算制約式,財 市場の均衡条件およ
び証券市場の均衡条件を考慮 して考察する。そ うすると,銀 行部門の当該期
間における証券購入を無視すれば,国 際収支は,民 間部門が期末に保有 しよ
うとする貨幣量 と期首に保有 している貨幣量 との差額 となる。以上のように
整理されれば,三 つのアプローチの相互間の相違は明確であ り,それ らのも
つポ リシー ・インプ リケーションもはっきりす るであろう。
さて,第12・13章では完全雇用 と不完全雇用のもとでの国際収支の調整過
程が論ぜ られる。既に説明されたモデルが二国に拡張され,若 干の単純化の
ための仮定を付加 して再構成される。その単純化仮定の主な ものは,(1)民
間部門には 「貨幣錯覚」がない,(2)効用関数において財貨 ・サービスと金
融資産は分離可能である,(3)貨幣以外の金融資産(証 券)は 存在 しない,
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とい うことで ある。 この ような仮定 の もとでは,実 物的 な貿 易モデルの場合
と同様 に,「 両 国の輸入需要 の価格弾力性の和 が1よ り大」であれば,貨 幣
的貿易 モデルの一般均衡 も安定 的であ ることが結論 され,ま た貨幣供給 量の
変化 も,結 局,交 易条件 の変化 と分 析上全 く同 じように取扱かい うる ことが
示 され る。
ところで,「 経 済成長 と国際収支」 との問題は,貨 幣的貿易モデルで は ど
の よ うになるであろ うか。第13章第3節 では,こ の問題が取扱われ てお り,
(1)変動為替 レー ト制度 の もとでは,貨 幣的貿易 モデル にお いても,経 済成
長パターンを考慮 した実物貿易モデルの結論が再確認され,他 方 ② 固定為
替 レー ト制度のもとでは,貨 幣の導入は国際収支の改善される領域を,実 物
モデルの場合よりも大 きくすることが示 される。
この第2の 点を,従 来の実物 モデルの場合の結果 と関連させて,も う少 し
詳 しく述べ ておこう。輸出財 も輸入財 も共に劣等財ではないと仮定すれば,
実物 モデルにおいては,周 知のように,消 費効果が どうであれ,(1)一方,
生産効果が超逆貿易偏向的であれば,国 際収支は必 らず改善され,(2)他方
生産効果が超順貿易偏向的であれば,国 際収支は必 らず悪化するであろ う。
また,(3)消費効果 と生産効果 とが共に中立的であれば,国 際収支は必 らず
悪化するであろ う。
しか しなが ら,貨幣的モデルにおいては,も はや これ らの結論の全てが直
ちに妥当するとは限 らない。なぜな ら,経済成長によってもた らされた所得
の増加の一部は,二 つの財(輸 出財と輸入財)の みに支出 されるので はな
く,貨幣需要にも振 り向け られるか らである。 この意味では 「貨幣」は純粋
な国内財である。その結果,実 物モデルか ら導出される(1)の結論は妥当す
るが,(2)の結論は必 らず しも成立せず,(3)の結論は今度は逆転す る。換
言すれば,実 物モデルにおける 「国際収支分岐線」は,貨 幣的モデルにおい
ては国際収支改善(黒 字化)領 域を拡大す るようにシフ トするのである。
第13章が完全雇用 ・不完全特化であったのに対 して,第14章は不完全雇用
・完全特化の もとでの国際収支の調整問題が扱われる。この第14章及び前の
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第13章は,「 国際収支 の基礎理論」 としては必読 の ものであ り,さ らにモデ
ル ・ビルデ ィソグの面白 さを も教 えて くれ るであろ う。第15章では国際収支
対 策が考察 され ている。
〔Vユ
これまでは,生 産要素が国際的には移動 しないとい う前提の もとで,分 析
を進めてきた。第IV部では,こ の仮定がはずされる。 しか し,全ての生産要
素が国際的に移動するのではな く,資本のみが移動するものとする。すなわ
ち,国 際投資の問題を分析するのが第W部 の課題である。
国際投資あるいは国際間の資本移動の具体的な形態にはさまざまな ものが
ある。本書℃は,分 析 目的によって,そ れ らを次の二つの形態に分類す る。
(1)「各国の生産過程における基本的生産要素 としての資本(耐 久財あるい
は非耐久財のス トックとしての実物資本)の 増減を もた らす資本移動を長期
資本移動」(413ペー ジ)と 定義す る。 ② 他方,「ある国の設備や財のス ト
ヅクの増減には直接の影響を及ぼさず,そ の効果が主 として貨幣市場 ・外国
為替市場 にかぎられるものを短期資本移動」(413ページ)と 考える。 ここで
扱かわれるのは,(1)の意味での長期資本移動である。本書では,こ の長期
資本移動 にかんする諸問題の うち,理 論的観点か らみて興味のある若干の問
題が とりあげ られる。すなわち,(1)国際投資が経済 厚生に及ぼす 効果,
(2)保護貿易政策のもとでの 資本輸入の経済厚生に 及ぼす効果,(3)国際投
資の中での直接投資についての理論的考察(第17章),等である。
さて,ま ず国際投資 と経済厚生との関係であるが,こ れについては,自 由
貿易の利益を証明するのに必要 とされた諸仮定(そ の うちの若干は修正 され
るが)の もとで,周 知のように,「自由貿易 とともに,自 由な資本移動を維
持する ことに よって,一 国は最高の経済厚生の水準を達成 す ることが でき
る」(417ページ)と い う命題が成立す る。 この命題は 「小国」一 資本報酬
率 と交易条件を所与 とする国一 の場合である。 しか し,も'し,この国が国
隙的な資本報酬率に影響を及ぼす ような 「大国」(ただ し交易条件には影響
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を及ぼさない)で ある場合には,「資本移動を完全 に自由にするよりも,多
少ともそれを制限 して,国 民所得を最大にすることのできる」,外国資本の
所得に対する最適課税率が存在する。
ところで,交 易条件不変のもとで,一 方では輸入競争財産業(工 業)を 保
護するために関税をかけ,他 方では輸入競争財産業で集約的に利用される生
産要素(資 本)が 外国か ら入って くる場合には,資 本移動はその国の経済厚
生を必 らず低下 させる。 これは宇沢によって論証されたものであるが,本 書
では 「保護貿易下の資本移動にかんす る宇沢 ・浜田の命題」 と命名されてい
る。 この命題について,本 書は,一 方では外国の資本家の利潤に税金をか
け,他 方では利潤留保を要請す ることによって,国 民の経済厚生は資本輸入
以前 よりも改善され うる,と 指摘 している。
この点にかん して次のことを注意 しておきたい。 ここで本書の16-4図(42
5ページ)を 念頭 におこう。そ うすると,(i)(所与の国内相対価格に対応す
る)リ プチンスキー線が,所 与の交易条件線 より急な傾斜を もつな らば,本
書の指摘するように,外 国資本への所得税を課す ことによって,資 本輸入前
よりも経済厚生を高め うる。(ii)しか しなが ら,も しリプチンスキー線が所
与の交易条件線 よりもゆるやかな傾斜をもつな らば,そ の ような課税政策に
よって,経 済厚生を資本輸入前 よりも高めることはできず,「宇沢 ・浜田の
命題」は必 らず成立する。
では,交 易条件を所与 とした とき,(i)と(ii)の可能性は,何 に依存 して
いるであろうか。これは両財間の要素集約度の格差に依存す る。両財産業間
における資本集約度の格差が大きければ大きいほ ど,リ プチンスキー線は急
傾斜を もつか ら,(i)の可能性が高まり,逆 の場合には,(ii)の可能性が高
まるであろ う。
「宇沢 ・浜田の命題」について,さ らに付言 しておきたいことがある。H.
ゆ
G・ジ ョンソンは,「関税保護下で の窮 乏化成長」 の可能性を論証 してい る。
(3)H.G.Johnson,"ThePossibilityofIncomeLossesfromIncreased
EfficiencyorFactorAccumulationinthePresenceofTariffs",Eoonomic
/oarna',Vol.LXXVII,No.305.(March1967).
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すなわち,資 本集約的な輸入競争財産業が関税によって保護されているとき
に,資 本の供給量の増加にもとつ く成長は,窮 乏化成長を もた らすかもしれ
ない,と いうものである。この可能性が生ずるのは,先 に述べた(ii)のケー
ス,す なわち リプチンスキー線が交易条件線 よりもゆ るやかなケースのとき
である。 したがって,こ こでい う 「宇沢 ・浜 田の命題」は,ジ ョンソンの命
題のヴァリエーシ ョンと考えるのが妥当であろ う。
さて,最 終章の第17章へ移ろ う。 これまで資本移動を 「生産要素の移動」
として取 り扱かってきたが,本 章では 「経営資源の移動 としての直接投資」
の理論が 展開され る。本章の狙 いは,混 沌たる状態 にある 「直接 投資の理
論」をその混迷か ら解 きほ ぐす ことにあり,既 に周知の 「産業組織 ・企業成
長理論のアプローチ」が展開され る。
しか し,こ の アプローチに問題が ないわけでは ない。 そ もそ も 「経営資
源」とは何であるか。また,そ れは一体何 によって決定 されるのだろ うか。
本書の定義によれば,「 経営資源」 とは,「外面的には経営者を中核 とし,
より実貿的には経営管理上の知識 と経験,パ テン トや ノウ ・ハ ウをは じめマ
ーケテ ィングの方法な どを含めて広 く技術的 ・専門的知識,販売 ・原材料購
入 ・資金調達などの市場 におけ る トレー ド・マーク(ブ ラン ド)あるいは信
用,情 報収集 ・研究開発のための組織」(436ページ)で ある。これは,要 す
るに,裸 労働 ・資本設備以外の全てを集めた もの にな りは しないで あろ う
か。 このような一切合成を含むものであれば,全 ての過去ないし現在の事実
を説明す ることはできるであろ う。 しか し,果 して将来に対する予測 または
傾向を示唆す ることができるであろ うか。また,理 論的仮説であることは認
めるにしても,そ れはどの程度まで検証可能な仮説であろうか。たとえば,
「経営資源」をXと し,こ のXは 要素 顧 伝L…,n)の集合であると置 きか
えて,も う一度読み返す とすれば,ど うなるであろ うか。
さらに,「経営資源」 が一応著者たちのいう要素か ら構成されることを認
めるとして,で はこの集合体は何によって決定 され るのだろうか。各要素は
歴史的 ・文化的要因によって規定されるのであろ うか。過去か らの遺産が大
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きな役割を果す ということになるのであろ うか。「国の大きさ」(人ロ,GN
P,面 積等)は,直 接投資において何 らの役割 も演 じないのであろうか。
これ らの疑問がわいて くる。それにもかかわ らず,本 書で展開されている
「産業組織 ・企業成長論のアプローチ」は明快である。直接投資の理論 にお
け る 「混迷を解 きほ ぐす」ための一つの重要な視点を提供 していることは否
定できないであろう。 いずれに しろ,「国際貿易の基礎理論」に対応 しうる
ほ どの 「国際投資の基礎理論」を確立す るのは今後の大 きな課題である。
〔～α〕
以上,私 たちは本書を紹述'・論評 してきた。既 にみてきた ように,本 書の
構成 も通常の 「二分法」 によってなされている。 「二分法」 による構成が,
どのような前提の ときに妥当 しうるかは,依 然 として共通の結論は得 られて
いないが,少 な くとも著者たちには 「序章」で述べている以上のことを論 じ
て欲 しかった ように思 う。 根岸隆氏によれば,「財 と貨幣 との効用関数にお
け る分離性の仮定」 と 「貿易収支の均等」があれば,「二分法」 が成立する
と論証されている。本書 も陽表的に しろ陰伏的に しろ,こ れ らのことを前提
に しているが,こ の問題について,「付論」 の形で論及 して くれればと思 う
のである。
それはさておぎ,既 に冒頭で述べたように,本 書は著者たちが 日本や米国
の諸大学で講義 した内容を盛 り,ま たその多 くは学術雑誌等にも発表された
ものを含んでいる。本書の どの部分を読んで も,読 者はそれだけの価値を見
出すであろ う。それ と同時に,国 際経済学が応用経済学の一分野であること
を十分に認識 させ られ るであろ う。
とはいえ,国 際経済学に多少ともバイアスを もrちたいと思 う読者は,本 書
で国際経済学の全てがカバーされていると思い込んではな らない。本書では
「は しがき」 で も断わっているように,経 済統合 ・低開発国の貿易問題 ・国
際間の労働移動などについては,殆 んど論及されていないのである。そ して
また,本 書では,「貿易の対象 とな らない財や消費財 ・中間財等は存在 しな
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い」 と仮定 してい ることも忘れ てはな らない。 しか し,い ずれ に しろ,国 際
経済学 の対象は,「 複数 の国民経済 にまたが る経済現象」 であ ることを念頭
においておけば よい。そ しては,そ れ は応用経済学 の一分野であ るが,こ の
分野 は広大であ る。
(48,12.8)
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